
 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

 

  

 
 

 

 

源泉所得税の誤納額充当届出書の記載要領等 

 

１ この充当届出書は、源泉徴収義務者が給与等に対する源泉所得税を納付するに当たり誤って正当税額

を超えて納付した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡)をその後納付する給与

等に対する源泉所得税に充当しようとするときに所轄税務署長に提出します。 

ただし、充当が長期間（おおむね３月以上）にわたる場合には別様式の源泉所得税の誤納額還付請求

書で還付の請求をしてください。 

 

２ 給与所得以外の税金について誤納額を生じた場合には、別様式の誤納額還付請求書で還付を請求して

ください。 

 

３ 充当した金額は、所得税徴収高計算書の摘要欄に充当金額何円と記載してください。 

 

４ この充当届出書には、次の書類を添付してください。 

(1) 充当をしようとする税額を納付した際の徴収高計算書の写し 

(2) 誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し 

（例－総勘定元帳の「預り金」勘定の部分など） 

 

５ この充当届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、届出者の氏名若しくは名称、住所（居所）

若しくは本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この届出の対象とする事務所等の所在地が届出者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この届出の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「充当しようとする誤納額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記載

してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 

 

源泉所得税の誤納額充当届出書の記載要領等 

 

１ この充当届出書は、源泉徴収義務者が給与等に対する源泉所得税を納付するに当たり誤って正当税額

を超えて納付した場合に、その納付額と正当税額との差額（誤納額といいます｡)をその後納付する給与

等に対する源泉所得税に充当しようとするときに所轄税務署長に提出します。 

ただし、充当が長期間（おおむね３月以上）にわたる場合には別様式の源泉所得税の誤納額還付請求

書で還付の請求をしてください。 

 

２ 給与所得以外の税金について誤納額を生じた場合には、別様式の誤納額還付請求書で還付を請求して

ください。 

 

３ 充当した金額は、所得税徴収高計算書の摘要欄に充当金額何円と記載してください。 

 

４ この充当届出書には、誤納額が生じた事実を記載した帳簿書類の写し（例－総勘定元帳の「預り金」

勘定の部分など）を添付してください。 

  （注）届出内容の確認等に当たり、充当をしようとする税額を納付した際の所得税徴収高計算書の写し

や納付区分番号（電子納税による場合）について確認させていただく場合があります。 

 

５ この充当届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、届出者の氏名若しくは名称、住所（居所）

若しくは本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名を記載してください。 

ただし、この届出の対象とする事務所等の所在地が届出者の住所（居所）又は本店（主たる事務

所）の所在地と異なるときは、この届出の対象とする事務所等の名称及び所在地を記載してくださ

い。 

(2) 「充当しようとする誤納額」欄には､｢誤納額の計算内容」欄において計算した差引誤納額を記載

してください。 

(3) 「誤納を生じた理由」欄には、誤納を生じた理由を簡記してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等

が署名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

 

  

 
 

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 

（表面）

        外国法人に対する源泉徴収の免除証明書         第    号 

本店又は主たる
事務所の所在地

 

① 

 

外 国 法 人 の

名 称  

所 在 地  

② 

日本における法

人税の納税地に

ある事務所等の 

名 称  

③ 

上記のものは、所得税法施行令第 304 条に規定する要件を備えていると認められます

から、この証明書の発行の日から平成  年  月  日までの間に上記の者に支払う

所得税法第 161 条第１号の２、第１号の３、第２号、第３号、第６号、第 7 号、第 9 号

又は第 10 号に掲げる国内源泉所得については、その支払者は所得税法第 212 条第１項の

規定による源泉徴収を行う必要はありません。 
 

平成  年  月  日            財務事務官 

税務署長          ○印  

 

 

（裏面） 
 

注 意 事 項 
 

１ この証明書の交付を受けた者は、次のことに注意してください。 

(1) この証明書は、所得税法第 180 条第１項に規定する特例の対象となる国内源泉所得の支払を受けるときに、その支払者に提示して

ください。 

(2) 証明書の有効期間中に国内に支店を有しなくなり、又は事業を廃止するなど、所得税法第 180 条第１項各号に掲げる外国法人に該

当しなくなった場合、又は所得税法施行令第 304 条に規定する要件に該当しなくなった場合には、証明書の交付を受けた税務署長に

その旨を記載した届出書を提出するとともに、証明書の提示先にその旨を通知しなければなりません。 

この場合、交付を受けている証明書を、税務署長に提出する上記の届出書に添付しなければなりません。 

(3) 有効期限を経過したとき又は所轄税務署長から所得税法施行令第 304 条に規定する要件に該当しなくなった旨等の通知を受けたと

きは、この証明書は必ず返還してください。 

(4) この証明書を国内源泉所得の支払者に提示した場合には、その支払者の氏名又は名称及びその住所、事務所、事業所その他その国

内源泉所得の支払の場所並びに証明書の提示年月日を帳簿に記載しなければなりません。 

(5) 証明書を提示して源泉徴収の免除を受けた国内源泉所得が、国外にある本店又は事務所等にあてて支払われる場合は、その国内源

泉所得の種類、金額、計算の基礎、支払を受けた年月日その他必要な事項を法人税の納税地にある事務所等に通知し、かつ、その通

知を受けた事務所等においてこれらの事項をその帳簿に記載しなければなりません。 

(6) 証明書の記載事項を訂正したときは、証明書は無効となります。 

２ この証明書の提示を受けた者は、次のことに注意してください。 

(1) 提示を受けた証明書が有効であるかどうかを確認してください。 

(2) 記載事項を訂正したものは、証明書として無効ですから、それを提示した者に支払う国内源泉所得については、源泉徴収の免除は

できません。 

(3) この証明書は、次の場合に効力を失います。 

① 有効期限を経過したとき 

② この証明書が効力を失ったことについて、官報により公示されたとき 

(4) この証明書が有効であることを確認した場合には、支払に関する書類その他の帳簿に提示を受けた相手方の氏名又は名称及び証明

書の有効期限を記載しておく必要があります。 

(5) 所得税法第 161 条第１号の３に掲げる国内源泉所得については、所得税法第 13 条第１項ただし書に規定する信託で国内にある営業

所に信託されたものの信託財産に帰せられるものに限ります。 

17．06 改正                               （源１４３２-１） 

（表面） 

        外国法人に対する源泉徴収の免除証明書         第    号 

本店又は主たる
事務所の所在地 

 

① 

 

外 国 法 人 の 

名 称  

所 在 地  

② 

日本における法

人税の納税地に

ある事務所等の 

名 称  

 
③ 

上記の者は、所得税法施行令第 304 条に規定する要件を備えていると認められますか

ら、この証明書の発行の日から平成  年  月  日までの間に上記の者に支払う所

得税法第 161 条第１号の２、第１号の３、第２号、第３号、第６号、第 7 号、第 9 号又

は第 10 号に掲げる国内源泉所得については、その支払者は所得税法第 212 条第１項の規

定による源泉徴収を行う必要はありません。 
 

平成  年  月  日            財務事務官 

税務署長          ○印  

 

 

（裏面） 
 

注 意 事 項 
 

１ この証明書の交付を受けた者は、次のことに注意してください。 

(1) この証明書は、所得税法第 180 条第１項に規定する特例の対象となる国内源泉所得の支払を受けるときに、その支払者に提示して

ください。 

(2) 証明書の有効期間中に国内に支店を有しなくなり、又は事業を廃止するなど、所得税法第 180 条第１項各号に掲げる外国法人に該

当しなくなった場合、又は所得税法施行令第 304 条に規定する要件に該当しなくなった場合には、証明書の交付を受けた税務署長に

その旨を記載した届出書を提出するとともに、証明書の提示先にその旨を通知しなければなりません。 

この場合、交付を受けている証明書を、税務署長に提出する上記の届出書に添付しなければなりません。 

(3) 有効期限を経過したとき又は所轄税務署長から所得税法施行令第 304 条に規定する要件に該当しなくなった旨等の通知を受けたと

きは、この証明書は必ず返還してください。 

(4) この証明書を国内源泉所得の支払者に提示した場合には、その支払者の氏名又は名称及びその住所、事務所、事業所その他その国

内源泉所得の支払の場所並びに証明書の提示年月日を帳簿に記載しなければなりません。 

(5) 証明書を提示して源泉徴収の免除を受けた国内源泉所得が、国外にある本店又は事務所等にあてて支払われる場合は、その国内源

泉所得の種類、金額、計算の基礎、支払を受けた年月日その他必要な事項を法人税の納税地にある事務所等に通知し、かつ、その通

知を受けた事務所等においてこれらの事項をその帳簿に記載しなければなりません。 

(6) 証明書の記載事項を訂正したときは、証明書は無効となります。 

２ この証明書の提示を受けた者は、次のことに注意してください。 

(1) 提示を受けた証明書が有効であるかどうかを確認してください。 

(2) 記載事項を訂正したものは、証明書として無効ですから、それを提示した者に支払う国内源泉所得については、源泉徴収の免除は

できません。 

(3) この証明書は、次の場合に効力を失います。 

① 有効期限を経過したとき 

② この証明書が効力を失ったことについて、官報により公示されたとき 

(4) この証明書が有効であることを確認した場合には、支払に関する書類その他の帳簿に提示を受けた相手方の氏名又は名称及び証明

書の有効期限を記載しておく必要があります。 

(5) 所得税法第 161 条第１号の３に掲げる国内源泉所得については、所得税法第 13 条第１項ただし書に規定する信託で国内にある営業

所に信託されたものの信託財産に帰せられるものに限ります。 

18．06 改正                               （源１４３２-１）  



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

 

 
 

 

（同 左）



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

 

 

 

（同 左）



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 
（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 

簡易な公的年金等の受給者の扶養親族等申告書の 

提 出 の 特 例 に 関 す る 承 認 申 請 書 の 記 載 要 領 

 

１ 提出先等 

この申請書は、所得税法第 203 条の５第１項に規定する公的年金等（以下「公的年金等」といいま

す｡)に係る源泉所得税の納税地の所轄税務署長を経由して国税庁長官あて３部（正本１部、副本２部）

提出してください。 

なお、申請者がその納税地を２か所以上有している場合には、この申請書はその支払事務を取り扱う

公的年金等の受給者数の最も多い事務所等に係る納税地（ただし、申請者が主たる事務所の所在地の所

轄税務署の管轄区域内に公的年金等に係る納税地を有している場合には、その納税地とします｡)の所轄

税務署長を経由して提出してください。 

２ 提出期限 

この申請書は、所得税法第 203 条の５第２項に規定する申告書を最初に受理しようとする日の属す

る年の前年10月31日までに提出してください。 

３ 申請書の書き方 

(1) 「納税地」欄には、公的年金等に係る源泉所得税の納税地を記載してください。 

なお、その納税地を２か所以上有している場合には、この申請書を提出する際に経由する税務署

管内の納税地を記載し、それ以外の納税地については、適宜の用紙にその納税地及びその事務所等

の名称を記載しそれを申請書に添付してください。 

(2) 「③」欄には、所得税法第 203条の５第２項に規定する国税庁長官の承認を受けようとする事由

（例えば、受給者に対する「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の送付及び受理のための事

務手続並びにこれに要する事務量等）を記載してください。 

(3) 「④」欄には、申請日の属する年に受理した「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の保管

方法及びこの申請が承認された後において予定している当該申告書（その承認された後において受

理する「簡易な公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」を含みます｡)の保管方法を記載してくだ

さい。 

(4) 「⑤」欄には、申請者が公的年金等に係る源泉所得税の納税地を２か所以上有している場合には、

その納税地ごとに公的年金等（所得税が非課税とされる障害共済年金、遺族共済年金等を除きます｡）

の支払状況を記載してください。 

(追 加) 

 

簡易な公的年金等の受給者の扶養親族等申告書の 

提 出 の 特 例 に 関 す る 承 認 申 請 書 の 記 載 要 領 

 

１ 提出先等 

この申請書は、所得税法第 203 条の５第１項に規定する公的年金等（以下「公的年金等」といいま

す｡)に係る源泉所得税の納税地の所轄税務署長を経由して国税庁長官あて３部（正本１部、副本２部）

提出してください。 

なお、申請者がその納税地を２か所以上有している場合には、この申請書はその支払事務を取り扱う

公的年金等の受給者数の最も多い事務所等に係る納税地（ただし、申請者が主たる事務所の所在地の所

轄税務署の管轄区域内に公的年金等に係る納税地を有している場合には、その納税地とします｡)の所轄

税務署長を経由して提出してください。 

２ 提出期限 

この申請書は、所得税法第 203 条の５第２項に規定する申告書を最初に受理しようとする日の属す

る年の前年10月31日までに提出してください。 

３ 申請書の書き方 

(1) 「納税地」欄には、公的年金等に係る源泉所得税の納税地を記載してください。 

なお、その納税地を２か所以上有している場合には、この申請書を提出する際に経由する税務署

管内の納税地を記載し、それ以外の納税地については、適宜の用紙にその納税地及びその事務所等

の名称を記載しそれを申請書に添付してください。 

(2) 「③」欄には、所得税法第 203条の５第２項に規定する国税庁長官の承認を受けようとする事由

（例えば、受給者に対する「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の送付及び受理のための事

務手続並びにこれに要する事務量等）を記載してください。 

(3) 「④」欄には、申請日の属する年に受理した「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の保管

方法及びこの申請が承認された後において予定している当該申告書（その承認された後において受

理する「簡易な公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」を含みます｡)の保管方法を記載してくだ

さい。 

(4) 「⑤」欄には、申請者が公的年金等に係る源泉所得税の納税地を２か所以上有している場合には、

その納税地ごとに公的年金等（所得税が非課税とされる障害共済年金、遺族共済年金等を除きます｡）

の支払状況を記載してください。 

(5)  「※」欄は、記載しないでください。 



改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

 
 

 

 

14 07 改正

１ ７ ８ 

16

76

174

184 162 

175 176 177

金融機関の営業所等の（異動）届出書 
平成  年  月  日 

受理日付印 

所得税法施行令第 50 条又は租税特別措置法施行令第２条の４第５項の 

規定に基づいてこの届出書を提出します。 
 

国税庁長官 殿 
届出者記入 税務署記入

営業所の所在

地 及 び 名 称 

〒 

○印

新

設

変

更

廃

止

設

定

訂

正

削

除

   
届
出
の
事
由 １ ４ ５ ３ ６ ７

 

該当する数

字を記入し

てください。
  団体 

区分 業 界 コ ー ド 

必

ず

記

入
新設・変更
等年月日

年 月 日

 
 

営業所番号 
        

   

                    

                    

↑(

フ
リ
ガ
ナ)  

                    

          

          

↑ 

名 
 

称 

          

                    

                    

                    

↑(

フ
リ
ガ
ナ) 

                    

          

          

          

↑ 

所 
 

在 
 

地 

          

 「市外局番－市内局番－加入者番号」を記入してください。

新

設

の

場

合

は

全

部

記

入

 

 

 

変

更

の

場

合

は

該

当

欄

の

み

記

入

郵便

番号    －     

電話

番号            

 

都
市
銀
行

地
方
銀
行

信
託
銀
行

長
期
信
用
銀
行

外
国
銀
行

相
互
銀
行 

信
用
金
庫 

商
工
中
金 

信
用
組
合 

労
働
金
庫 

農
林
中
金 

農

協

等 

漁

協

等

証
券
会
社

外
国
証
券

郵

便

局

生
保
会
社

損
保
会
社

そ

の

他

新必

設ず

の記

場入

合・

金融機関等

の種類 

(該当する英

字を記入して

ください。) Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｑ Ｒ Ｓ Ｐ

 

 団体 
区分 業 界 コ ー ド 

新設の・

場合記入

本店の表示 
(本店の場合のみ１と記入)

     

合併等により営

業所等の承継が
ある場合の営業
所番号・・・・ 

        

 

 補完 照会 審 査

 
税務署

整理欄
   

 

（

規

格

Ａ

４

） 

14 07 改正

１ ７ ８ 

16 

76 

174 

184 162 

175 176 177 

金融機関の営業所等の（異動）届出書 
平成  年  月  日 

受理日付印 

所得税法施行令第 50 条又は租税特別措置法施行令第２条の４第５項の 

規定に基づいてこの届出書を提出します。 
 

国税庁長官 殿 
届出者記入 税務署記入 

営業所の所在

地 及 び 名 称 

〒 

○印

新

設 

変

更 

廃

止 

設

定 

訂

正 

削

除 

    
届
出
の
事
由 １ ４ ５ ３ ６ ７ 

 

該当する数

字を記入し

てください。
   団体 

区分 業 界 コ ー ド 

必

ず

記

入 
新設・変更 
等年月日 

 年  月   日  
 

 
営業所番号 

        

   

                    

                    

↑(

フ
リ
ガ
ナ)  

                    

          

          

↑ 

名 
 

称 

          

                    

                    

                    

↑(

フ
リ
ガ
ナ) 

                    

          

          

          

↑ 

所 
 

在 
 

地 

          

 「市外局番－市内局番－加入者番号」を記入してください。

新

設

の

場

合

は

全

部

記

入 

 

 

 

変

更

の

場

合

は

該

当

欄

の

み

記

入 

郵便

番号    －     

電話

番号            

 

都
市
銀
行 

地
方
銀
行 

信
託
銀
行 

― 

外
国
銀
行 

― 

信
用
金
庫 

商
工
中
金
等 

信
用
組
合 

労
働
金
庫

農
林
中
金 

農

協

等 

漁

協

等 

証
券
会
社 

外
国
証
券 

郵

便

局 

生
保
会
社

損
保
会
社

そ

の

他

新必 

設ず 

の記 

場入 

合・ 

金融機関等

の種類 

(該当する英

字を記入して

ください。) Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｑ Ｒ Ｓ Ｐ

 

 団体 
区分 業 界 コ ー ド 

新設の・

場合記入 

本店の表示 
(本店の場合のみ１と記入) 

     

合併等により営

業所等の承継が
ある場合の営業
所番号・・・・ 

        

 

 補完 照 会 審査 入 力

 
税務署

整理欄 
    

 

（

規

格

Ａ

４

） 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

 
 

 

 

金融機関の営業所等の（異動）届出書の記載要領 
 

この届出書は、金融機関の営業所等が所得税法施行令第 50条又は租税特別措置法施行令第２条の４第５項の規定によ

る届出書を提出する場合に使用し、各欄の記入は、次による。 

 

１ 「新設・変更等年月日」欄 ～ ２ 「届出の事由」欄 

  （同 左） 

 

３ 「営業所番号」欄 

金融機関等の種類に応じ、次により記入する。 

金 融 機 関 等 の 種 類 営 業 所 番 号 

Ａ都市銀行 

Ｃ信託銀行 

Ｆ相互銀行 

Ｈ商工中金 

Ｋ農林中金 

Ｂ地方銀行 

Ｄ長期信用銀行

Ｇ信用金庫 

Ｊ労働金庫 

 
団体
区分

業 界 コ ー ド 

        

 

 

金融機関共同コード管理委員会が制定する統一金融機関番号 

（４桁）及び金融機関店舗番号（３桁）を記入する。 

数字の「０」を記入する。 

  

（同 左）  
  

Ｐその他 既に営業所番号が付番されているときは当該番号を記入し、営業所番号が付番さ

れていないときは記入を要しない。 

 

４ 「名称」欄 ～ ８ 「本店の表示」欄 

（同 左） 

 

９ 「合併等により営業所等の承継がある場合の営業所番号」欄 

営業若しくは事業の全部の譲渡若しくは合併等による金融機関の営業所等の廃止により、非課税貯蓄申告書又は特

別非課税貯蓄申告書を提出した個人が預入等をした預貯金等又は購入した公債のうち、所得税法第 10条第１項（老人

等の少額預金の利子所得等の非課税）又は租税特別措置法第４条第１項（老人等の少額公債の利子の非課税）の規定

の適用を受けるものの事務の全部が、その営業若しくは事業の譲渡を受けた金融機関等若しくはその合併により設立

した金融機関等若しくはその合併後存続する金融機関等の営業所等又は同一金融機関の他の営業所等に移管される場

合に、当該廃止される営業所等がこの届出書を提出する場合に、当該移管先の営業所等の営業所番号を「３ 営業所

番号」欄に準じて記入する。 

なお、当該移管先の営業所等が複数ある場合には、記入を要しない。 

 

金融機関の営業所等の（異動）届出書の記載要領 
 

この届出書は、金融機関の営業所等が所得税法施行令第 50条又は租税特別措置法施行令第２条の４第５項の規定によ

る届出書を提出する場合に使用し、各欄の記入は、次による。 

 

１ 「新設・変更等年月日」欄 ～ ２ 「届出の事由」欄 

  （省 略） 

 

３ 「営業所番号」欄 

金融機関等の種類に応じ、次により記入する。 

金 融 機 関 等 の 種 類 営 業 所 番 号 

Ａ都市銀行 

Ｃ信託銀行 

Ｈ商工中金等 

Ｋ農林中金 

Ｂ地方銀行 

Ｇ信用金庫 

Ｊ労働金庫 

 
団体 
区分 

業 界 コ ー ド

        

 

 

金融機関共同コード管理委員会が制定する統一金融機関番号 

（４桁）及び金融機関店舗番号（３桁）を記入する。 

数字の「０」を記入する。 

  

（省 略）  
  

Ｐその他 既に営業所番号が付番されているときは当該番号を記入し、営業所番号が付番さ

れていないときは記入を要しない。 

 

４ 「名称」欄 ～ ８ 「本店の表示」欄 

（省 略） 

 

９ 「合併等により営業所等の承継がある場合の営業所番号」欄 

営業若しくは事業の全部の譲渡若しくは合併等による金融機関の営業所等の廃止により、非課税貯蓄申告書又は特

別非課税貯蓄申告書を提出した個人が預入等をした預貯金等又は購入した公債のうち、所得税法第 10条第１項（障害

者等の少額預金の利子所得等の非課税）又は租税特別措置法第４条第１項（障害者等の少額公債の利子の非課税）の

規定の適用を受けるものの事務の全部が、その営業若しくは事業の譲渡を受けた金融機関等若しくはその合併により

設立した金融機関等若しくはその合併後存続する金融機関等の営業所等又は同一金融機関の他の営業所等に移管され

る場合に、当該廃止される営業所等がこの届出書を提出する場合に、当該移管先の営業所等の営業所番号を「３ 営

業所番号」欄に準じて記入する。 

なお、当該移管先の営業所等が複数ある場合には、記入を要しない。 

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

 
 

 

 

10 記載例 

(1) 新設合併等の場合 

合併等により金融機関の営業所等が廃止され、当該営業所等の営業等が新たに設立された金融機関の営業所等に

移管された場合 

イ 事例 

合併等年月日 平成 14年５月１日 

合併前                  合併後 

営業所名 営業所番号           営業所名 営業所番号 

Ａ営業所  １１１ 
Ｃ営業所  １１３ 

Ｂ営業所  １１２ 
 

ロ 届出書の記載要領等 

Ａ営業所 

次による。 

項    目 記 入 要 領 等 

変 更 年 月 日 合併年月日の前日（平成 14年４月 30日）を記入する。 

  

（同 左）  
  

Ｂ営業所 

Ａ営業所に準じて記入する。 

Ｃ営業所 

次による。 

項    目 記 入 要 領 等 

変 更 年 月 日 合併年月日（平成 14年５月１日）を記入する。 

  

（同 左）  
  

 

(2) 吸収合併等の場合 

合併等により金融機関の営業所等が廃止され、当該営業所等の営業等が他の営業所等に移管される場合 

イ 事例 

合併等年月日 平成 14年８月１日 

合併前                  合併後 

営業所名 営業所番号           営業所名 営業所番号 

Ａ営業所  １１１ 
Ａ営業所  １１１ 

Ｂ営業所  １１２ 
 

ロ 届出書の記載要領等 

Ａ営業所 

届出書の提出は要しない。 

Ｂ営業所 

次による。 

項    目 記 入 要 領 等 

変 更 年 月 日 合併年月日の前日（平成 14年７月 31日）を記入する。 

  

（同 左）  
  

 

10 記載例 

(1) 新設合併等の場合 

合併等により金融機関の営業所等が廃止され、当該営業所等の営業等が新たに設立された金融機関の営業所等に

移管された場合 

イ 事例 

合併等年月日 平成 18年５月１日 

合併前                  合併後 

営業所名 営業所番号           営業所名 営業所番号 

Ａ営業所  １１１ 
Ｃ営業所  １１３ 

Ｂ営業所  １１２ 
 

ロ 届出書の記載要領等 

Ａ営業所 

次による。 

項    目 記 入 要 領 等 

変 更 年 月 日 合併年月日の前日（平成 18年４月 30日）を記入する。 

  

（省 略）  
  

Ｂ営業所 

Ａ営業所に準じて記入する。 

Ｃ営業所 

次による。 

項    目 記 入 要 領 等 

変 更 年 月 日 合併年月日（平成 18年５月１日）を記入する。 

  

（省 略）  
  

 

(2) 吸収合併等の場合 

合併等により金融機関の営業所等が廃止され、当該営業所等の営業等が他の営業所等に移管される場合 

イ 事例 

合併等年月日 平成 18年５月１日 

合併前                  合併後 

営業所名 営業所番号           営業所名 営業所番号 

Ａ営業所  １１１ 
Ａ営業所  １１１ 

Ｂ営業所  １１２ 
 

ロ 届出書の記載要領等 

Ａ営業所 

届出書の提出は要しない。 

Ｂ営業所 

次による。 

項    目 記 入 要 領 等 

変 更 年 月 日 合併年月日の前日（平成 18年４月 30日）を記入する。 

  

（省 略）  
  

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 

相 続 財 産 に 係 る 非 上 場 株 式 を そ の 発 行 会 社 に 譲 渡 し た 

場合のみなし配当課税の特例に関する届出書（譲渡人用） 
 

 

（ フ リ ガ ナ ）   

氏 名  
 

○印  

 

 

 

 

平成  年  月  日 
 

税 務 署 長 殿  

譲

渡

人 

住 所 又 は 居 所  
〒 

 

電話    －    －   

租税特別措置法第 9 条の 7 第 1 項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行令第 5 条の 2 第 1 項の

規定により、次のとおり届け出ます。 

氏 名  死 亡 年 月 日 平成  年   月   日  

被 相 続 人
死 亡 時 の 住 所 

又 は 居 所 
 

納 付 す べ き 相 続 税 額

又 は そ の 見 積 額 
円 

(注 )納付すべき相続税額又はその見積額が「０円」 

の場合にはこの特例の適用はありません。 

課 税 価 格 算 入 株 式 数  

上 記 の う ち 譲 渡 を 

し よ う と す る 株 式 数 
 

そ の 他 参 考 と な る べ き 事 項  

 

 

相 続 財 産 に 係 る 非 上 場 株 式 を そ の 発 行 会 社 に 譲 渡 し た 

   場合のみなし配当課税の特例に関する届出書(発行会社用）  
 

 ※整理番号  

（ フ リ ガ ナ ）   

名 称 ○印  

 
 
 
 

平成  年  月  日 
 

税 務 署 長 殿  

発

行

会

社 

所 在 地 

〒 

 

電話    －    －   

上記譲渡人から株式を譲り受けたので、租税特別措置法施行令第 5 条の 2 第 2 項の規定により、次のとおり

届け出ます。 

譲 り 受 け た 株 式 数  

1 株 当 た り の 譲 受 対 価  

譲 受 年 月 日 平成    年     月     日  

(注 ) 上記譲渡人に納付すべき相続税額又はその見積額が「０円」の場合には、当該特例の適用はありませんの

で、みなし配当課税を行うことになります。この場合、届出書の提出は不要です。 

 

整理簿 確認印 資産回付   通  信 日  付 印 確 認 印

※税務署処理欄 

法
人
課
税
部
門 

   

資
産
課
税
部
門 

  

    年  月  日

 

18･06 改正 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  
 

 

 

相続財産に係る非上場株式をその発行会社に譲渡した 

場合のみなし配当課税の特例に関する届出書記載要領等 
 

 

この様式は、租税特別措置法第 9 条の 7 の規定の適用を受ける場合に、租税特別措置法施行令第 5 条

の 2 第 1 項の規定に基づき譲渡人が発行会社を経由して提出する書面と、同条第 2 項の規定に基づき発

行会社が前記書面を添付して提出する書面との兼用様式になっていますので、切り離さずに提出してく

ださい。 

 

Ⅰ 譲渡人用の記載要領 

 

１ 譲渡人の「氏名」及び「住所又は居所」の各欄には、租税特別措置法第 9 条の 7 第 1 項《相続財

産に係る株式をその発行した上場株式等以外の株式会社に譲渡した場合のみなし配当課税の特例》

の規定の適用を受けようとする者の氏名及び住所又は居所を記載してください。 

 

２ 被相続人の「氏名」、「死亡時の住所又は居所」及び「死亡年月日」の各欄には、租税特別措置法

第 9 条の 7 第 1 項の規定の適用を受けようとする者の被相続人の氏名及び死亡の時における住所又

は居所並びに死亡年月日を記載してください。 

 

３ 「納付すべき相続税額又は見積額」欄には、租税特別措置法第 9 条の 7 第 1 項に規定する特例の

適用を受けようとする非上場株式の取得の基因となった相続又は遺贈につき、その非上場株式を発

行会社に譲渡しようとする人が納付すべき相続税額又はその見積額を記載してください。 

（注）納付すべき相続税額又はその見積額が「０円」の場合には、この特例の適用はありません。

この場合、届出書の提出も不要です。 

 

４ 「課税価格算入株式数」及び「上記のうち譲渡をしようとする株式数」の各欄には、租税特別措

置法施行令第 5 条の 2 第 1 項《相続財産に係る株式をその発行した上場株式等以外の株式会社に譲

渡した場合のみなし配当課税の特例》に規定する課税価格算入株式の数及び当該課税価格算入株式

のうち当該非上場会社に譲渡をしようとするものの数を記載してください。 

 

Ⅱ 発行会社用の記載要領 

 

１ 発行会社の「名称」及び「所在地」の各欄には、租税特別措置法施行令第 5 条の 2 第 1 項の規定

により、書面の提出を受けた非上場会社の名称及び所在地を記載してください。 

 

２ 「譲り受けた株式数」、「1 株当たりの譲受対価」及び「譲受年月日」の各欄には、非上場会社が租

税特別措置法第 9 条の 7 第 1 項の規定の適用を受けようとする者から譲り受けた課税価格算入株式の

数及び 1 株当たりの譲受けの対価の額並びに当該課税価格算入株式を譲り受けた年月日を記載してく

ださい。 

（注）譲渡人に納付すべき相続税額又はその見積額が「０円」の場合には、この特例の適用はありま

せんので、譲受対価の支払いの際にみなし配当課税を行うことになります。 

また、譲渡人に納付すべき相続税額が「０円」であることが、届出書の提出後に判明した場合

にも、みなし配当課税を行うことになります。 

 

「※」欄は、記載しないでください。 

 

相続財産に係る非上場株式をその発行会社に譲渡した 

場合のみなし配当課税の特例に関する届出書記載要領等 
 

 

この様式は、租税特別措置法第 9 条の 7 の規定の適用を受ける場合に、租税特別措置法施行令第 5 条

の 2 第 1 項の規定に基づき譲渡人が発行会社を経由して提出する書面と、同条第 2 項の規定に基づき発

行会社が前記書面を添付して提出する書面との兼用様式になっていますので、切り離さずに提出してく

ださい。 

 

Ⅰ 譲渡人用の記載要領 

 

１ 譲渡人の「氏名」及び「住所又は居所」の各欄には、租税特別措置法第 9 条の 7 第 1 項《相続財

産に係る株式をその発行した上場株式等以外の株式会社に譲渡した場合のみなし配当課税の特例》

の規定の適用を受けようとする者の氏名及び住所又は居所を記載してください。 

 

２ 被相続人の「氏名」、「死亡時の住所又は居所」及び「死亡年月日」の各欄には、租税特別措置法

第 9 条の 7 第 1 項の規定の適用を受けようとする者の被相続人の氏名及び死亡の時における住所又

は居所並びに死亡年月日を記載してください。 

 

３ 「納付すべき相続税額又は見積額」欄には、租税特別措置法第 9 条の 7 第 1 項に規定する特例の

適用を受けようとする非上場株式の取得の基因となった相続又は遺贈につき、その非上場株式を発

行会社に譲渡しようとする人が納付すべき相続税額又はその見積額を記載してください。 

（追 加） 

 

 

４ 「課税価格算入株式数」及び「上記のうち譲渡をしようとする株式数」の各欄には、租税特別措

置法施行令第 5 条の 2 第 1 項《相続財産に係る株式をその発行した上場株式等以外の株式会社に譲

渡した場合のみなし配当課税の特例》に規定する課税価格算入株式の数及び当該課税価格算入株式

のうち当該非上場会社に譲渡をしようとするものの数を記載してください。 

 

Ⅱ 発行会社用の記載要領 

 

１ 発行会社の「名称」及び「所在地」の各欄には、租税特別措置法施行令第 5 条の 2 第 1 項の規定

により、書面の提出を受けた非上場会社の名称及び所在地を記載してください。 

 

２ 「譲り受けた株式数」、「1 株当たりの譲受対価」及び「譲受年月日」の各欄には、非上場会社が租

税特別措置法第 9 条の 7 第 1 項の規定の適用を受けようとする者から譲り受けた課税価格算入株式の

数及び 1 株当たりの譲受けの対価の額並びに当該課税価格算入株式を譲り受けた年月日を記載してく

ださい。 

（追 加） 

 

 

 

 

 

 

 

「※」欄は、記載しないでください。 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  

 

適格分社型分割等による大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にある土地等の 

造成のための交換等又は譲渡の場合における交換取得資産の帳簿価額の減額又は 

設定した期中特別勘定に関する届出書及び提出書類の届出書の記載要領等 

 
１ 単体法人(連結申告法人以外の法人をいいます。）又は連結親法人が、適格分社型分割等（適格分

社型分割、適格現物出資又は適格事後設立をいいます。以下同じ｡)を行う場合において、下記の条

文に基づき、大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にある土地等の造成のための交換等又は譲渡

により取得した交換取得資産の帳簿価額を減額したとき又は宅地を譲り受ける見込みであるとき

に期中特別勘定を設けたとき、減額した金額又は期中特別勘定の金額等の届出及び提出すべき書類

の提出を行う場合に使用してください。 
 

 
根拠条文 届出根拠条文 

 

 (1) 大規模な住宅地等造成事業の施

行区域内にある土地等の造成のた

  めの交換等 

 

 措置法第 65 条の 11 第４項 

 措置法第 68 条の 82 第４項 

 

 

 措置法第 65 条の 11 第６項 

 措置法第 68 条の 82 第６項 

 

 

 (2) 大規模な住宅地等造成事業の

   施行区域内にある土地等の造成の

  ための譲渡等 

 

 措置法第 65 条の 12 第９項 

 措置法第 68 条の 83 第 10 項 

 措置法第 65 条の 12 第３項 

 措置法第 68 条の 83 第４項 

 

 措置法第 65 条の 12 第 13 項

 措置法第 68 条の 83 第 15 項

 措置法第 65 条の 12 第４項 

 措置法第 68 条の 83 第５項 

 

 ２ この届出書は、適格分社型分割等の日以後２月以内に納税地の所轄税務署長に 1 通(調査課所

管法人にあっては２通)提出してください。 

 ３ 届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「提出法人｣欄には、該当する□にレ印を付すとともに、当該提出法人の｢法人名｣、｢納税地｣、

｢代表者氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。    

(2) ｢連結子法人｣欄には、当該子法人の｢法人名｣、｢本店又は主たる事務所の所在地｣、｢代表者

氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。             

(3) ｢適格分社型分割等に係る分割承継法人等」の各欄は、措置法第 65 条の 11 第４項・第 68

条の 82 第 4項又は第 65条の 12第３項・第 68 条の 83 第４項に規定する分割承継法人等の名

称及び納税地並びに代表者の氏名を記載してください。   

(4) ｢適格分社型分割等の日」欄は、措置法第 65条の 11 第４項・第 68 条の 82第４項又は第 65

条の 12 第３項・第 68 条の 83第４項に規定する適格分社型分割等の日を記載してください。

(5) ｢交換譲渡資産」の各欄については、交換譲渡資産又は譲渡をした土地等の種類､所在地及び

規模並びにその譲渡年月日を記載してください。 

(6) ｢交換取得資産等」の各欄については、措置法施行規則第 22 条の９第２項第５号・第 22 条

の 71 第２項第６号に規定する交換取得資産等の所在地及び規模並びにその取得年月日又は措

置法施行規則第 22 条の９第６項第５号・第 22 条の 71 第６項第６号に規定する宅地の譲受け

予定年月日を記載してください。 

(7) ｢減額した金額又は期中特別勘定の金額」欄は、措置法第 65 条の 11 第４項・第 68 条の 82

第４項の規定により損金の額に算入される同項に規定する減額した金額又は第65条の12第３

項・第 68 条の 83 第４項の規定により損金の額に算入される同項に規定する期中特別勘定の金

額を記載してください。 

(8) ｢添付明細(別表等）」欄は、別表十三(七）その他添付明細を記載するとともに、当該明細を

当該届出書に添付してください。 

(9) ｢提出書類」欄は措置法施行令第 39 条の９第 18 項・第 39 条の 108 第 19 項に規定する書類

を記載するとともに、当該届出書に添付してください。 

(10) ｢税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理

士等が署名押印してください。 

(11) ｢※」欄は、記載しないでください。 

適格分社型分割等による大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にある土地等の 

造成のための交換等又は譲渡の場合における交換取得資産の帳簿価額の減額又は 

設定した期中特別勘定に関する届出書及び提出書類の届出書の記載要領等 

 
１ 単体法人(連結申告法人以外の法人をいいます。）又は連結親法人が、適格分社型分割等（適格分

社型分割、適格現物出資又は適格事後設立をいいます。以下同じ｡)を行う場合において、下記の条

文に基づき、大規模な住宅地等造成事業の施行区域内にある土地等の造成のための交換等又は譲渡

により取得した交換取得資産の帳簿価額を減額したとき又は宅地を譲り受ける見込みであるとき

に期中特別勘定を設けたとき、減額した金額又は期中特別勘定の金額等の届出及び提出すべき書類

の提出を行う場合に使用してください。 
 

 
根拠条文 届出根拠条文 

 

 (1) 大規模な住宅地等造成事業の施 

行区域内にある土地等の造成のた 

  めの交換等 

 

 措置法第 65 条の 11 第４項 

 措置法第 68 条の 82 第４項 

 

 

 措置法第 65 条の 11 第６項 

 措置法第 68 条の 82 第６項 

 

 

 (2) 大規模な住宅地等造成事業の 

   施行区域内にある土地等の造成の 

  ための譲渡等 

 

 措置法第 65 条の 12 第９項 

 措置法第 68 条の 83 第 10 項 

 措置法第 65 条の 12 第３項 

 措置法第 68 条の 83 第４項 

 

 措置法第 65 条の 12 第 15 項

 措置法第 68 条の 83 第 16 項

 措置法第 65 条の 12 第４項 

 措置法第 68 条の 83 第５項 

 

 ２ この届出書は、適格分社型分割等の日以後２月以内に納税地の所轄税務署長に 1 通(調査課所

管法人にあっては２通)提出してください。 

 ３ 届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) 「提出法人｣欄には、該当する□にレ印を付すとともに、当該提出法人の｢法人名｣、｢納税地｣、

｢代表者氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。    

(2) ｢連結子法人｣欄には、当該子法人の｢法人名｣、｢本店又は主たる事務所の所在地｣、｢代表者

氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。             

(3) ｢適格分社型分割等に係る分割承継法人等」の各欄は、措置法第 65 条の 11 第４項・第 68

条の 82 第 4項又は第 65条の 12第３項・第 68 条の 83 第４項に規定する分割承継法人等の名

称及び納税地並びに代表者の氏名を記載してください。   

(4) ｢適格分社型分割等の日」欄は、措置法第 65条の 11 第４項・第 68 条の 82第４項又は第 65

条の 12 第３項・第 68 条の 83第４項に規定する適格分社型分割等の日を記載してください。

(5) ｢交換譲渡資産」の各欄については、交換譲渡資産又は譲渡をした土地等の種類､所在地及び

規模並びにその譲渡年月日を記載してください。 

(6) ｢交換取得資産等」の各欄については、措置法施行規則第 22 条の９第２項第５号・第 22 条

の 71 第２項第６号に規定する交換取得資産等の所在地及び規模並びにその取得年月日又は措

置法施行規則第 22 条の９第６項第５号・第 22 条の 71 第６項第６号に規定する宅地の譲受け

予定年月日を記載してください。 

(7) ｢減額した金額又は期中特別勘定の金額」欄は、措置法第 65 条の 11 第４項・第 68 条の 82

第４項の規定により損金の額に算入される同項に規定する減額した金額又は第65条の12第３

項・第 68 条の 83 第４項の規定により損金の額に算入される同項に規定する期中特別勘定の金

額を記載してください。 

(8) ｢添付明細(別表等）」欄は、別表十三(七）その他添付明細を記載するとともに、当該明細を

当該届出書に添付してください。 

(9) ｢提出書類」欄は措置法施行令第 39 条の９第 18 項・第 39 条の 108 第 20 項に規定する書類

を記載するとともに、当該届出書に添付してください。 

(10) ｢税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理

士等が署名押印してください。 

(11) ｢※」欄は、記載しないでください。 

  



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  

 



 

改 正 後 改 正 前 

（法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） （法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について） 

  

 

適格分社型分割等による転廃業助成金等により固定資産の取得等をした 

場合における固定資産の帳簿価額の減額又は取得等をする場合において 

設定をした期中特別勘定に関する届出書及び提出書類の届出書の記載要領等 
 

 １ この届出書は、法人である単体法人(連結申告法人以外の法人をいいます。）又は連結親法人が、

適格分社型分割等（適格分社型分割、適格現物出資又は適格事後設立をいいます。以下同じ。)

を行う場合において、租税特別措置法（以下「措置法」といいます。）第 67 条の４第３項（第

10 項において準用する場合を含みます。）・第 68 条の 102 第３項（第 11 項において準用する場

合を含みます。)により転廃業助成金等により取得若しくは改良をした固定資産の帳簿価額を減

額したとき又は第 67 条の４第５項・第 68 条の 102 第６項の規定により期中特別勘定の金額を設

けたとき、これらの金額等の届出及び提出すべき書類の届出を行う場合に使用してください。

 ２ この届出書は、適格分社型分割等の日以後２月以内に納税地の所轄税務署長に１通（調査課所

管法人にあっては２通）提出してください。 

 ３ 届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) ｢提出法人｣欄には、該当する□にレ印を付すとともに、当該提出法人の｢法人名｣、｢納税地｣、

｢代表者氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。       

(2) ｢連結子法人｣欄には、当該子法人の｢法人名｣、｢本店又は主たる事務所の所在地｣、｢代表者

氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。    

(3) ｢適格分社型分割等に係る分割承継法人等」の各欄は、措置法第 67 条の４第３項若しくは

第 10 項又は第５項・第 68条の 102 第３項若しくは第 11項又は第６項に規定する分割承継法

人等の名称及び納税地並びに代表者の氏名を記載してください。 

(4) ｢適格分社型分割等の日」欄は、措置法第 67 条の４第３項若しくは第 10 項又は第５項・第

68 条の 102 第３項若しくは第 11 項又は第６項に規定する適格分社型分割等の日を記載して

ください。 

(5) ｢転廃業助成金」の各欄は、措置法第 67 条の４第３項若しくは第 10 項又は第５項・第 68

条の102第３項若しくは第11項又は第６項に規定する転廃業助成金の金額及び当該転廃業助

成金の金額に係る転廃業助成金等の名称を記載してください。 

(6) ｢取得（予定）又は改良（予定）固定資産」の各欄は、取得若しくは改良をした又は取得若

しくは改良をする見込みである固定資産の種類及び取得日若しくは改良日又は取得予定日若

しくは改良予定日を記載してください。 

(7) ｢減額した金額又は期中特別勘定の金額」欄は、措置法第 67条の４第３項（第 10項におい

て準用する場合を含みます。）・第 68 条の 102 第３項（第 11 項において準用する場合を含み

ます。)の規定により損金の額に算入されるこれらの規定に規定する帳簿価額を減額した金額

又は措置法第 67 条の４第５項・第 68 条の 102 第６項の規定により損金の額に算入される同

項に規定する期中特別勘定の金額について記載してください。 

(8) ｢添付明細（別表等）」欄は、別表十三（十二）その他添付明細を記載するとともに、当該

明細を当該届出書に添付してください。 

(9) ｢提出書類」欄は、措置法施行令第 39 条の 27 第 15 項・第 39 条の 124 第 15 項に規定する

書類を記載するとともに、当該書類を当該届出書に添付してください。 

(10) ｢税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理

士等が署名押印してください。 

(11) ｢※」欄は、記載しないでください。 

適格分社型分割等による転廃業助成金等により固定資産の取得等をした 

場合における固定資産の帳簿価額の減額又は取得等をする場合において 

設定をした期中特別勘定に関する届出書及び提出書類の届出書の記載要領等 
 

 １ この届出書は、法人である単体法人(連結申告法人以外の法人をいいます。）又は連結親法人が、

適格分社型分割等（適格分社型分割、適格現物出資又は適格事後設立をいいます。以下同じ。)

を行う場合において、租税特別措置法（以下「措置法」といいます。）第 67 条の４第３項（第

10 項において準用する場合を含みます。）・第 68 条の 102 第３項（第 11 項において準用する場

合を含みます。)により転廃業助成金等により取得若しくは改良をした固定資産の帳簿価額を減

額したとき又は第 67 条の４第５項・第 68 条の 102 第６項の規定により期中特別勘定の金額を設

けたとき、これらの金額等の届出及び提出すべき書類の届出を行う場合に使用してください。

 ２ この届出書は、適格分社型分割等の日以後２月以内に納税地の所轄税務署長に１通（調査課所

管法人にあっては２通）提出してください。 

 ３ 届出書の各欄は、次により記載してください。 

(1) ｢提出法人｣欄には、該当する□にレ印を付すとともに、当該提出法人の｢法人名｣、｢納税地｣、

｢代表者氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。       

(2) ｢連結子法人｣欄には、当該子法人の｢法人名｣、｢本店又は主たる事務所の所在地｣、｢代表者

氏名｣、｢代表者住所｣及び｢事業種目｣を記載してください。    

(3) ｢適格分社型分割等に係る分割承継法人等」の各欄は、措置法第 67 条の４第３項若しくは

第 10項又は第５項・第 68条の 102 第３項若しくは第 11項又は第６項に規定する分割承継法

人等の名称及び納税地並びに代表者の氏名を記載してください。 

(4) ｢適格分社型分割等の日」欄は、措置法第 67条の４第３項若しくは第 10 項又は第５項・第

68 条の 102 第３項若しくは第 11 項又は第６項に規定する適格分社型分割等の日を記載して

ください。 

(5) ｢転廃業助成金」の各欄は、措置法第 67 条の４第３項若しくは第 10 項又は第５項・第 68

条の102第３項若しくは第11項又は第６項に規定する転廃業助成金の金額及び当該転廃業助

成金の金額に係る転廃業助成金等の名称を記載してください。 

(6) ｢取得（予定）又は改良（予定）固定資産」の各欄は、取得若しくは改良をした又は取得若

しくは改良をする見込みである固定資産の種類及び取得日若しくは改良日又は取得予定日若

しくは改良予定日を記載してください。 

(7) ｢減額した金額又は期中特別勘定の金額」欄は、措置法第 67条の４第３項（第 10項におい

て準用する場合を含みます。）・第 68 条の 102 第３項（第 11 項において準用する場合を含み

ます。)の規定により損金の額に算入されるこれらの規定に規定する帳簿価額を減額した金額

又は措置法第 67 条の４第５項・第 68 条の 102 第６項の規定により損金の額に算入される同

項に規定する期中特別勘定の金額について記載してください。 

(8) ｢添付明細（別表等）」欄は、別表十三（十二）その他添付明細を記載するとともに、当該

明細を当該届出書に添付してください。 

(9) ｢提出書類」欄は、措置法施行令第 39 条の 27 第 15 項・第 39条の 123 の 2 第 15 項に規定

する書類を記載するとともに、当該書類を当該届出書に添付してください。 

(10) ｢税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理

士等が署名押印してください。 

(11) ｢※」欄は、記載しないでください。 


